
指定更新関係法令 

 

介護保険法（平成９年法律第 123号）（抄） 

 

（指定居宅サービス事業者の指定） 

第七十条 第四十一条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居宅サービス事業を行う者の

申請により、居宅サービスの種類及び当該居宅サービスの種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下こ

の節において単に「事業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号（病院等により行われる居宅療養管理指導又

は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション若しくは

短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）

のいずれかに該当するときは、第四十一条第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四条第一項の都道府県の条例で定め

る基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適

正な居宅サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ

るとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の三 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）

の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含

む。以下この号、第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五

号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三、

第百十五条の二十二第二項第四号の三及び第二百三条第二項において「保険料等」という。）について、当該

申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当

該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う

保険料等に限る。第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五

号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三及

び第百十五条の二十二第二項第四号の三において同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三

十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日

から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの

処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行す

る社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者である

かを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。第五節及び第二百三条第二項において同じ。）又はその事業所を管理す

る者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年



を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知

があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな

いものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち

当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス

事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス

事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととするこ

とが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十七条第一項又は第百十五条

の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消

しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であっ

た者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない

事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取

消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅

サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を

防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当

該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指

定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるもの

に該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下この号において同じ。）の株式の所有その

他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある

者として厚生労働省令で定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社

等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える

関係にある者として厚生労働省令で定めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事

業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるも

ののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう。以下この章において同じ。）

が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消

しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅

サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅

サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこと

とすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政

手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日ま

での間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由が

ある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

七の二 申請者が、第七十六条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に

基づき第七十七条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見

込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日

から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第七十五条第二項の規

定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の

日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請



者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人

を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるもの

を除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

十 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号か

ら第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四

号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者のあるものであると

き。 

十一 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が

第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が

第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 都道府県が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとする。 

４ 都道府県知事は、介護専用型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設に入居している要介護者につい

て行われる特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請

に係る事業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とする。）

における介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地域密着型特定施設入居者生活介護の利

用定員の総数の合計数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画にお

いて定めるその区域の介護専用型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型特定施設入居

者生活介護の必要利用定員総数の合計数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれ

を超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれ

があると認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないことができる。 

５ 都道府県知事は、混合型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設以外の特定施設に入居している要介

護者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合におい

て、当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める

区域とする。）における混合型特定施設入居者生活介護の推定利用定員（厚生労働省令で定めるところにより

算定した定員をいう。）の総数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援

計画において定めるその区域の混合型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数に既に達しているか、又は

当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険

事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないこと

ができる。 

６ 都道府県知事は、第四十一条第一項本文の指定（特定施設入居者生活介護その他の厚生労働省令で定める居

宅サービスに係るものに限る。）をしようとするときは、関係市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通

知し、相当の期間を指定して、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調

整を図る見地からの意見を求めなければならない。 

７ 関係市町村長は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事に対し、第四十一条第一項本文の指定

（前項の厚生労働省令で定める居宅サービスに係るものを除く。次項において同じ。）について、当該指定をし

ようとするときは、あらかじめ、当該関係市町村長にその旨を通知するよう求めることができる。この場合に

おいて、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

８ 関係市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、第四十一条

第一項本文の指定に関し、都道府県知事に対し、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保

険事業計画との調整を図る見地からの意見を申し出ることができる。 



９ 都道府県知事は、第六項又は前項の意見を勘案し、第四十一条第一項本文の指定を行うに当たって、当該事

業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

10 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を受けて定期巡回・随時対応型訪問介護看護等（認知症対応

型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の

地域密着型サービスであって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他の厚生労

働省令で定めるものをいう。以下この条において同じ。）の事業を行う者の当該指定に係る当該事業を行う事

業所（以下この項において「定期巡回・随時対応型訪問介護看護等事業所」という。）が当該市町村の区域にあ

る場合その他の厚生労働省令で定める場合であって、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、都道府

県知事に対し、訪問介護、通所介護その他の厚生労働省令で定める居宅サービス（当該市町村の区域に所在す

る事業所が行うものに限る。）に係る第四十一条第一項本文の指定について、厚生労働省令で定めるところに

より、当該市町村が定める市町村介護保険事業計画（第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画を

いう。以下この項において同じ。）において定める当該市町村又は当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護等事

業所の所在地を含む区域（第百十七条第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この項

において「日常生活圏域」という。）における定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の見込量を確保するため必

要な協議を求めることができる。この場合において、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

一 当該市町村又は当該日常生活圏域における居宅サービス（この項の規定により協議を行うものとされたも

のに限る。以下この号及び次項において同じ。）の種類ごとの量が、当該市町村が定める市町村介護保険事業

計画において定める当該市町村又は当該日常生活圏域における当該居宅サービスの種類ごとの見込量に既

に達しているか、又は第一項の申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになるとき。 

二 その他当該市町村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあるとき。 

11 都道府県知事は、前項の規定による協議の結果に基づき、当該協議を求めた市町村長の管轄する区域に所在

する事業所が行う居宅サービスにつき第一項の申請があった場合において、厚生労働省令で定める基準に従っ

て、第四十一条第一項本文の指定をしないこととし、又は同項本文の指定を行うに当たって、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護等の事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

 

（指定の更新） 

第七十条の二 第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、

その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指定の有効期間」という。）の

満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分

がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の

日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

 

（指定介護予防サービス事業者の指定） 

第百十五条の二 第五十三条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、介護予防サービス事業

を行う者の申請により、介護予防サービスの種類及び当該介護予防サービスの種類に係る介護予防サービス事

業を行う事業所（以下この節において「事業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号（病院等により行われる介護予防居宅療養管

理指導又は病院若しくは診療所により行われる介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予

防通所リハビリテーション若しくは介護予防短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第

六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）のいずれかに該当するときは、第五十三条第一項本文の指定をし



てはならない。 

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の四第一項の都道府県の条例で

定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予

防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ

るとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づ

く滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受

けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の九第一項又は第

百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り

消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合に

おいては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法

人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され

た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者で

あった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取

消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及

び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備について

の取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮

して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとし

て厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の九第一項又

は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を

取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場

合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当

該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消

された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理

者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定

の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事

実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備につ

いての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を

考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるもの

として厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定によ

り指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消し

が、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当



該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取

組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、

この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚

生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る

行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当

の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

七の二 申請者が、第百十五条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結

果に基づき第百十五条の九第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をする

ことが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行

われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第百十五条の

五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）

で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、

申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある

法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由がある

ものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

十 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに

第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のう

ちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者のあるもの

であるとき。 

十一 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その

管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その

管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者である

とき。 

３ 都道府県が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとする。 

４ 関係市町村長は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事に対し、第五十三条第一項本文の指定

について、当該指定をしようとするときは、あらかじめ、当該関係市町村長にその旨を通知するよう求めるこ

とができる。この場合において、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

５ 関係市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、第五十三条

第一項本文の指定に関し、都道府県知事に対し、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保

険事業計画との調整を図る見地からの意見を申し出ることができる。 

６ 都道府県知事は、前項の意見を勘案し、第五十三条第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の適正な

運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

 

（準用） 

第百十五条の十一 第七十条の二、第七十一条及び第七十二条の規定は、第五十三条第一項本文の指定について

準用する。この場合において、第七十条の二第四項中「前条」とあるのは、「第百十五条の二」と読み替えるも

のとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412号）（抄） 

 

（指定の拒否等に係る使用人の範囲） 

第三十五条の四 法第七十条第二項第六号（法第七十条の二第四項（法第七十八条の十二、第百十五条の十一、

第百十五条の二十一及び第百十五条の三十一において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）、

第九十四条第三項第十一号（法第九十四条の二第四項において準用する場合を含む。）及び第百七条第三項第

十四号（法第百八条第四項において準用する場合を含む。）に規定する政令で定める使用人は、申請者の使用人

であって、申請者の事業所又は申請者が開設した施設を管理する者とする。 

 

（指定の取消し等に係る法律） 

第三十五条の五 法第七十七条第一項第十号、第七十八条の十第十二号、第八十四条第一項第十号、第九十二条

第一項第十号、第百四条第一項第九号、第百十四条の六第一項第九号、第百十五条の九第一項第九号、第百十

五条の十九第十一号、第百十五条の二十九第九号及び第百十五条の四十五の九第六号の政令で定める法律は、

次のとおりとする。 

一 健康保険法 

二 児童福祉法（国家戦略特別区域法第十二条の五第八項において準用する場合を含む。） 

三 栄養士法 

四 医師法 

五 歯科医師法 

六 保健師助産師看護師法 

七 歯科衛生士法 

八 医療法 

九 身体障害者福祉法 

十 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

十一 生活保護法 

十二 社会福祉法 

十三 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号） 

十四 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 

十五 薬剤師法 

十六 老人福祉法 

十七 理学療法士及び作業療法士法 

十八 高齢者の医療の確保に関する法律 

十九 社会福祉士及び介護福祉士法 

二十 義肢装具士法 

二十一 精神保健福祉士法 

二十二 言語聴覚士法 

二十三 発達障害者支援法（平成十六年法律第百六十七号） 

二十四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

二十五 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

二十六 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

二十七 子ども・子育て支援法 

二十八 再生医療等の安全性の確保等に関する法律 



二十九 国家戦略特別区域法（第十二条の五第七項の規定に限る。） 

三十 難病の患者に対する医療等に関する法律 

三十一 公認心理師法 

三十二 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律 

三十三 臨床研究法 

 

（指定介護予防サービス事業者の指定の更新及び特例に関する読替え） 

第三十五条の十一 法第百十五条の十一の規定による技術的読替えは、次の表のとおりとする。 

法の規定中読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第七十条の二第一項 第四十一条第一項本文 第五十三条第一項本文 

第七十条の二第二項及び第三項 前項 第百十五条の十一において準用する前項 

第七十条の二第四項 前条 第百十五条の二 

第一項 第百十五条の十一において準用する第一項 

第七十一条第一項 居宅サービス 介護予防サービス 

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 

第四十一条第一項本文 第五十三条第一項本文 

第七十七条第一項 第百十五条の九第一項 

第七十一条第二項 前項 第百十五条の十一において準用する前項 

指定居宅サービス事業者 指定介護予防サービス事業者 

第四十一条第一項本文 第五十三条第一項本文 

第七十二条第一項 居宅サービス 介護予防サービス 

短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護 

第四十一条第一項本文 第五十三条第一項本文 

第七十二条第二項 前項 第百十五条の十一において準用する前項 

指定居宅サービス事業者 指定介護予防サービス事業者 

第四十一条第一項本文 第五十三条第一項本文 

 

附 則（平成一八年三月三一日政令第一五四号） 

 

（指定又は許可の有効期間の経過措置） 

第七条 平成十七年改正法附則第十条又は附則第三条若しくは第五条の規定により新法第四十一条第一項本文、

第四十二条の二第一項本文、介護保険法（以下「法」という。）第四十六条第一項、第四十八条第一項第一号若

しくは第三号若しくは新法第五十四条の二第一項本文の指定又は法第九十四条第一項の許可を受けたものと

みなされた者の当該指定又は許可に係る施行日後の最初の更新については、新法第七十条の二第一項（新法第

七十八条の十一、第百十五条の十、第百十五条の十九及び第百十五条の二十八において準用する場合を含む。）、

第七十九条の二第一項、第八十六条の二第一項、第九十四条の二第一項及び第百七条の二第一項中「六年ごと」

とあるのは、「介護保険法等の一部を改正する法律（平成十七年法律第七十七号）第三条の規定による改正前の

介護保険法第四十一条第一項本文、第四十六条第一項若しくは第四十八条第一項第一号若しくは第三号の指定

又は第九十四条第一項の許可を受けた日から六年（平成十四年四月一日以前に当該指定又は許可を受けた者に

ついては、平成十九年四月一日から平成二十年三月三十一日までの間において、当該指定又は許可を受けた日

に応当する日から一年）を経過する日まで」とする。 

 



（指定又は許可等の要件に関する経過措置） 

第八条 新法第七十条第二項第四号から第十一号まで（新法第七十条の二第四項（新法第七十八条の十一、第百

十五条の十、第百十五条の十九及び第百十五条の二十八において準用する場合を含む。）において準用する場

合を含む。）、第七十七条第一項第一号若しくは第九号から第十二号まで、第七十八条の二第四項第五号から第

九号まで若しくは第五項第一号から第三号まで、第七十八条の九第一号、第二号若しくは第十二号から第十四

号まで、第七十九条第二項第四号から第八号まで（新法第七十九条の二第四項において準用する場合を含む。）、

第八十四条第一項第一号若しくは第十号から第十二号まで、第八十六条第二項第三号から第七号まで（新法第

八十六条の二第四項において準用する場合を含む。）、第九十二条第一項第一号若しくは第十号から第十二号ま

で、第九十四条第三項第四号から第十一号まで（新法第九十四条の二第四項において準用する場合を含む。）、

第百四条第一項第二号若しくは第九号から第十二号まで、第百七条第三項第三号から第十号まで（新法第百七

条の二第四項において準用する場合を含む。）、第百十四条第一項第一号若しくは第十号から第十三号まで、第

百十五条の二第二項第四号から第十一号まで、第百十五条の八第一項第一号若しくは第九号から第十二号まで、

第百十五条の十一第二項第五号から第九号まで若しくは第三項各号、第百十五条の十七第一号、第二号若しく

は第十一号から第十三号まで、第百十五条の二十第二項第四号から第八号まで又は第百十五条の二十六第一号

若しくは第九号から第十一号までの規定は、施行日前にした行為によりこれらの規定に規定する刑に処せられ

た者若しくは処分を受けた者又は施行日前にこれらの規定に規定する行為を行った者については、適用しない。 

 

介護保険法施行規則(平成 11年厚生省令第 36号) 

 

（指定訪問介護事業者に係る指定の申請等） 

第百十四条 法第七十条第一項の規定に基づき訪問介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けようとす

る者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知

事に提出しなければならない。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図 

五の二 利用者の推定数 

六 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所並びにサービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

七 運営規程 

八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十 法第七十条第二項各号（病院等により行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる

訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請

にあっては第六号の二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）（法第七十条の二第四項において準

用する場合を含む。）に該当しないことを誓約する書面（以下この節において「誓約書」という。） 

十一 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 法第七十条の二第一項の規定に基づき訪問介護に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受けようと

する者は、第一項各号（第三号及び第十号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書

類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 



二 誓約書 

３ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第九号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

４ 第一項及び第二項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定又は当該指定の更新を受けようとする者

が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第三十六条第一項の規定に基づき第百三十

条の四第一号に定める種類の障害福祉サービスに係る指定障害福祉サービス事業者の指定を受けている場合

において、次の各号に掲げる規定に掲げる事項に係る申請書又は書類を既に当該都道府県知事に提出している

ときは、当該各号に定める規定に掲げる事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成十八年厚生労働省令第十九

号。以下「障害者総合支援法施行規則」という。）第三十四条の七第一項第四号 第一項第四号 

二 障害者総合支援法施行規則第三十四条の七第一項第五号 第一項第五号 

三 障害者総合支援法施行規則第三十四条の七第一項第六号 第一項第六号 

四 障害者総合支援法施行規則第三十四条の七第一項第八号 第一項第八号 

 

（指定訪問入浴介護事業者に係る指定の申請等） 

第百十五条 法第七十条第一項の規定に基づき訪問入浴介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けよう

とする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府

県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図並びに設備及び備品の概要 

六 利用者の推定数 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 運営規程 

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十一 指定居宅サービス等基準第五十一条の協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との

契約の内容 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防訪問入浴介護に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当

該都道府県知事に提出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項

に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき訪問入浴介護に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受けよ

うとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書

又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している



第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定訪問看護事業者に係る指定の申請等） 

第百十六条 法第七十条第一項の規定に基づき訪問看護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けようとす

る者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知

事に提出しなければならない。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の病院若しくは診療所又はその他の訪問看護事業所のいずれかの別 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所並びに免許証の写し 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防訪問看護に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都

道府県知事に提出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係

る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき訪問看護に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受けようと

する者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は

書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定訪問リハビリテーション事業者に係る指定の申請等） 

第百十七条 法第七十条第一項の規定に基づき訪問リハビリテーションに係る指定居宅サービス事業者の指定

を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄

する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 



二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の病院若しくは診療所又は介護老人保健施設若しくは介護医療院の別 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防訪問リハビリテーションに係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合にお

いて、既に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、こ

れらの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき訪問リハビリテーションに係る指定居宅サービス事業者の指定の更

新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載

した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（指定居宅療養管理指導事業者に係る指定の申請等） 

第百十八条 法第七十条第一項の規定に基づき居宅療養管理指導に係る指定居宅サービス事業者の指定を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都

道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院、診療所又は薬局であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所

及び職名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院、診療所又は

薬局であるときを除く。） 

五 事業所の病院、診療所又は薬局の別及び提供する居宅療養管理指導の種類 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 



十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防居宅療養管理指導に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既

に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事

項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき居宅療養管理指導に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受

けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申

請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（指定通所介護事業者に係る指定の申請等） 

第百十九条 法第七十条第一項の規定に基づき通所介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けようとす

る者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知

事に提出しなければならない。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該申請に係る事業の一部を行う施設を有するときは、当該施

設を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該申請に係る事業の一部を行う施設を有するときは、当該施

設を含む。）の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び設備の概要 

六 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

七 運営規程 

八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十 誓約書 

十一 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 法第七十条の二第一項の規定に基づき通所介護に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受けようと

する者は、第一項各号（第三号及び第十号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書

類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

３ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第九号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

４ 第一項及び第二項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定又は当該指定の更新を受けようとする者

が児童福祉法第二十一条の五の十五第一項の規定に基づき第百三十条の三に定める種類の障害児通所支援に



係る指定障害児通所支援事業者の指定を受けている場合又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律第三十六条第一項の規定に基づき第百三十条の四第二号に定める種類の障害福祉サービスに

係る指定障害福祉サービス事業者の指定を受けている場合において、次の各号に掲げる規定に掲げる事項に係

る申請書又は書類を既に当該都道府県知事に提出しているときは、当該各号に定める規定に掲げる事項に係る

申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

一 児童福祉法施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）第十八条の二十七第一項第四号若しくは第十八条

の二十九第一項第四号又は障害者総合支援法施行規則第三十四条の九第一項第四号、第三十四条の十四第一

項第四号若しくは第三十四条の十五第一項第四号 第一項第四号 

二 児童福祉法施行規則第十八条の二十七第一項第五号若しくは第十八条の二十九第一項第五号又は障害者

総合支援法施行規則第三十四条の九第一項第五号、第三十四条の十四第一項第五号若しくは第三十四条の十

五第一項第五号 第一項第五号 

三 児童福祉法施行規則第十八条の二十七第一項第七号若しくは第十八条の二十九第一項第七号又は障害者

総合支援法施行規則第三十四条の九第一項第七号、第三十四条の十四第一項第七号若しくは第三十四条の十

五第一項第七号 第一項第六号 

四 児童福祉法施行規則第十八条の二十七第一項第九号若しくは第十八条の二十九第一項第九号又は障害者

総合支援法施行規則第三十四条の九第一項第九号、第三十四条の十四第一項第九号若しくは第三十四条の十

五第一項第九号 第一項第八号 

 

（指定通所リハビリテーション事業者に係る指定の申請等） 

第百二十条 法第七十条第一項の規定に基づき通所リハビリテーションに係る指定居宅サービス事業者の指定

を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄

する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の種別（病院若しくは指定居宅サービス等基準第百十一条第一項の規定の適用を受ける診療所若し

くは同条第二項の規定の適用を受ける診療所又は介護老人保健施設若しくは介護医療院の別をいう。） 

六 事業所の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び設備の概要 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 運営規程 

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防通所リハビリテーションに係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合にお

いて、既に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、こ

れらの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき通所リハビリテーションに係る指定居宅サービス事業者の指定の更



新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載

した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（指定短期入所生活介護事業者に係る指定の申請等） 

第百二十一条 法第七十条第一項の規定に基づき短期入所生活介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する

都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人

ホームにおいて行う場合又は同条第四項に規定する併設事業所（次号において「併設事業所」という。）にお

いて行う場合にあっては、その旨 

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を併設事業所において行う場合にあっては、指定居宅サ

ービス等基準第百二十四条第三項に規定する併設本体施設又は指定居宅サービス等基準第百四十条の四第

三項に規定するユニット型事業所併設本体施設の平面図を含む。）（各室の用途を明示するものとする。）並

びに設備の概要 

七 当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第百二十一条第二項の規定の適用を受ける特別養護老人

ホームにおいて行うときは当該特別養護老人ホームの入所者の定員、当該特別養護老人ホーム以外の事業所

において行うときは当該申請に係る事業の開始時の利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 指定居宅サービス等基準第百三十六条（指定居宅サービス等基準第百四十条の十三において準用する場

合を含む。）の協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容 

十三 誓約書 

十四 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防短期入所生活介護に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既

に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十二号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの

事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき短期入所生活介護に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受

けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十三号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申

請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 



４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十二号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

５ 第一項及び第三項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定又は当該指定の更新を受けようとする者

が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第三十六条第一項の規定に基づき第百三十

条の四第三号に定める種類の障害福祉サービスに係る指定障害福祉サービス事業者の指定を受けている場合

において、次の各号に掲げる規定に掲げる事項に係る申請書又は書類を既に当該都道府県知事に提出している

ときは、当該各号に定める規定に掲げる事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

一 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第四号 第一項第四号 

二 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第六号 第一項第六号 

三 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第八号 第一項第八号 

四 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第十号 第一項第十号 

五 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第十二号 第一項第十二号 

 

（指定短期入所療養介護事業者に係る指定の申請等） 

第百二十二条 法第七十条第一項の規定に基づき短期入所療養介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する

都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の指定居宅サービス等基準第百四十二条第一項各号の規定のいずれの適用を受けるものかの別 

六 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）並びに設備の概要 

七 当該申請に係る事業を行う事業所（当該事業を行う部分に限る。以下この号において同じ。）における入院

患者又は入所者の定員（当該事業所が指定居宅サービス等基準第百四十二条第一項第四号に規定する老人性

認知症疾患療養病棟を有する病院である場合にあっては、入院患者の推定数を含む。） 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防短期入所療養介護に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既

に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの

事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき短期入所療養介護に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受

けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申

請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 



一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定福祉用具貸与事業者に係る指定の申請等） 

第百二十四条 法第七十条第一項の規定に基づき福祉用具貸与に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道

府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図及び設備の概要 

六 利用者の推定数 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 法第八条第十二項に規定する福祉用具の保管及び消毒の方法（指定居宅サービス等基準第二百三条第三項

前段の規定により保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該他の事業者の名

称及び主たる事務所の所在地並びに当該委託等に関する契約の内容） 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき介護予防福祉用具貸与に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当

該都道府県知事に提出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項

に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき福祉用具貸与に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受けよ

うとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書

又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定特定福祉用具販売事業者に係る指定の申請等） 

第百二十五条 法第七十条第一項の規定に基づき特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者の指定を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する

都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 



二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図及び設備の概要 

六 利用者の推定数 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 運営規程 

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の二第一項の規定

に基づき特定介護予防福祉用具販売に係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けている場合において、既

に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事

項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第七十条の二第一項の規定に基づき特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者の指定の更新を受

けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申

請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（病院等による指定の申請における必要な書類等） 

第百二十六条 第百十六条から第百十八条まで、第百二十条又は第百二十二条の申請を行う者が、病院又は診療

所において当該申請に係る事業を行おうとするときは、当該申請に係る申請書に、当該病院にあっては使用許

可証、当該診療所にあっては使用許可証又は届書、国の開設する当該病院又は当該診療所にあっては承認書又

は通知書の写しを添付して行わなければならない。この場合において、当該申請を行う者は、第百十六条第一

項第八号（管理者の免許証の写しに係る部分に限る。）に掲げる事項に関する書類を提出することを要しない。 

２ 第百十八条の申請を行う者が、薬局において当該申請に係る事業を行おうとするときは、当該申請に係る申

請書に当該薬局の開設許可証の写しを添付して行わなければならない。 

３ 第百二十条又は第百二十二条の申請を行う者が、介護老人保健施設又は介護医療院においてこれらの規定に

よる申請に係る事業を行おうとするときは、当該申請に係る申請書に、当該介護老人保健施設又は介護医療院

の開設許可証を添付して行わなければならない。 

４ 第百二十一条の申請を行う者が、特別養護老人ホームにおいて当該申請に係る事業を行おうとするときは、

当該申請に係る申請書に、当該特別養護老人ホームの設置について届出を行ったこと又は認可を受けたことを

証する書類（第百三十一条の八第一項第五号、第百三十四条第一項第五号及び第百四十条の十五第四項におい

て「特別養護老人ホームの認可証等」という。）を添付して行わなければならない。 

 

（指定居宅サービス事業者の名称等の変更の届出等） 

第百三十一条 指定居宅サービス事業者は、次の各号に掲げる指定居宅サービス事業者が行う居宅サービスの種

類に応じ、当該各号に定める事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について当該指定居宅サービス



事業者の事業所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。 

一 訪問介護 第百十四条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）から

第七号までに掲げる事項 

二 訪問入浴介護 第百十五条第一項第一号、第二号、第四号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）か

ら第八号まで及び第十一号に掲げる事項 

三 訪問看護 第百十六条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）から

第九号までに掲げる事項 

四 訪問リハビリテーション 第百十七条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するも

のに限る。）から第九号までに掲げる事項 

五 居宅療養管理指導 第百十八条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するものに限

る。）から第九号までに掲げる事項 

六 通所介護 第百十九条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）から

第七号までに掲げる事項 

七 通所リハビリテーション 第百二十条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するも

のに限る。）から第八号までに掲げる事項 

八 短期入所生活介護 第百二十一条第一項第一号、第二号、第四号（当該指定に係る事業に関するものに限

る。）から第九号まで及び第十二号に掲げる事項（第七号に掲げるものについては、特別養護老人ホームにお

いて行うときに係るものに限る。） 

九 短期入所療養介護 第百二十二条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するものに

限る。）から第九号までに掲げる事項 

十 特定施設入居者生活介護 第百二十三条第一項第一号、第二号、第四号（当該指定に係る事業に関するも

のに限る。）、第五号、第七号、第八号、第十二号及び第十四号に掲げる事項 

十一 福祉用具貸与 第百二十四条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するものに限

る。）から第九号までに掲げる事項 

十二 特定福祉用具販売 第百二十五条第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するもの

に限る。）から第八号までに掲げる事項 

２ 前項の届出であって、同項第六号から第十号までに掲げる居宅サービスの利用者の定員の増加に伴うものは、

それぞれ当該居宅サービスに係る事業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書類を添付して行うものとす

る。 

３ 指定居宅サービス事業者は、休止した当該指定居宅サービスの事業を再開したときは、再開した年月日を当

該指定居宅サービス事業者の事業所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 指定居宅サービス事業者は、当該指定居宅サービスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃

止又は休止の日の一月前までに、次に掲げる事項を当該指定居宅サービス事業者の事業所の所在地を管轄する

都道府県知事に届け出なければならない。 

一 廃止し、又は休止しようとする年月日 

二 廃止し、又は休止しようとする理由 

三 現に指定居宅サービスを受けている者に対する措置 

四 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

 

（指定介護予防訪問入浴介護事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の四 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防訪問入浴介護に係る指定介護予防サービス

事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の

所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 



一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図並びに設備及び備品の概要 

六 利用者の推定数 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 運営規程 

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十一 指定介護予防サービス等基準第五十一条の協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関

との契約の内容 

十二 法第百十五条の二第二項第一号から第三号まで、第五号から第七号の二まで、第九号又は第十号（病院

等により行われる介護予防居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる介護予防訪問看護、介

護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護予防短期入所療養介護に係

る指定の申請にあっては第二号から第六号まで又は第七号から第十一号まで）（令第三十五条の十一におい

て読み替えられた法第七十条の二第四項において準用する場合を含む。）に該当しないことを誓約する書面

（以下この節において「誓約書」という。） 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き訪問入浴介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事に提

出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載

又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防訪問入浴介護に係る

指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）

に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都

道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定介護予防訪問看護事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の五 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防訪問看護に係る指定介護予防サービス事業

者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在

地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 



四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の病院若しくは診療所又はその他の訪問看護事業所のいずれかの別 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所並びに免許証の写し 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項に規定する訪

問看護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事に提出してい

る前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防訪問看護に係る指定

介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）に掲

げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府

県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定介護予防訪問リハビリテーション事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の六 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防訪問リハビリテーションに係る指定介護予

防サービス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係

る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当

該事務所を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の病院若しくは診療所又は介護老人保健施設若しくは介護医療院の別 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 



十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き訪問リハビリテーションに係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府

県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請

書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防訪問リハビリテーシ

ョンに係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一

号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地

を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（指定介護予防居宅療養管理指導事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の七 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防居宅療養管理指導に係る指定介護予防サー

ビス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業

所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院、診療所又は薬局であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所

及び職名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院、診療所又は

薬局であるときを除く。） 

五 事業所の病院、診療所又は薬局の別及び提供する介護予防居宅療養管理指導の種類 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き居宅療養管理指導に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事

に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記

載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防居宅療養管理指導に

係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除

く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄

する都道府県知事に提出しなければならない。 



一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（指定介護予防通所リハビリテーション事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の九 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防通所リハビリテーションに係る指定介護予

防サービス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係

る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の種別（病院若しくは指定介護予防サービス等基準第百十七条第一項の規定の適用を受ける診療所

若しくは同条第二項の規定の適用を受ける診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の別をいう。） 

六 事業所の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び設備の概要 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 運営規程 

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き通所リハビリテーションに係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府

県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請

書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防通所リハビリテーシ

ョンに係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一

号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地

を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（指定介護予防短期入所生活介護事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の十 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防短期入所生活介護に係る指定介護予防サー

ビス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業



所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 当該申請に係る事業を指定介護予防サービス等基準第百二十九条第二項の規定の適用を受ける特別養護

老人ホームにおいて行う場合又は同条第四項に規定する併設事業所（次号において「併設事業所」という。）

において行う場合にあっては、その旨 

六 建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を併設事業所において行う場合にあっては、指定介護予

防サービス等基準第百三十二条第四項に規定する併設本体施設の平面図を含む。）（各室の用途を明示するも

のとする。）並びに設備の概要 

七 当該申請に係る事業を指定介護予防サービス等基準第百二十九条第二項の規定の適用を受ける特別養護

老人ホームにおいて行うときは当該特別養護老人ホームの入所者の定員、当該特別養護老人ホーム以外の事

業所において行うときは当該申請に係る事業の開始時の利用者の推定数 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 指定介護予防サービス等基準第百三十七条の協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機

関との契約の内容 

十三 誓約書 

十四 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き短期入所生活介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事

に提出している前項第四号から第十二号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の

記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防短期入所生活介護に

係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十三号を除

く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄

する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十二号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

５ 第一項及び第三項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定又は当該指定の更新を受けようとする者

が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第三十六条第一項の規定に基づき第百四十

条の十七の五に定める種類の障害福祉サービスに係る指定障害福祉サービス事業者の指定を受けている場合

において、次の各号に掲げる規定に掲げる事項に係る申請書又は書類を既に当該都道府県知事に提出している

ときは、当該各号に定める規定に掲げる事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

一 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第四号 第一項第四号 

二 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第六号 第一項第六号 

三 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第八号 第一項第八号 



四 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第十号 第一項第十号 

五 障害者総合支援法施行規則第三十四条の十一第一項第十二号 第一項第十二号 

 

（指定介護予防短期入所療養介護事業者に係る指定の申請） 

第百四十条の十一 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防短期入所療養介護に係る指定介護予防サ

ービス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事

業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名（当該申請に

係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職

名） 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院又は診療所で

あるときを除く。） 

五 事業所の指定介護予防サービス等基準第百八十七条第一項各号の規定のいずれの適用を受けるものかの

別 

六 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）並びに設備の概要 

七 当該申請に係る事業を行う事業所（当該事業を行う部分に限る。以下この号において同じ。）における入院

患者又は入所者の定員（当該事業所が指定介護予防サービス等基準第百八十七条第一項第四号に規定する老

人性認知症疾患療養病棟を有する病院である場合にあっては、入院患者の推定数を含む。） 

八 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き短期入所療養介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事

に提出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の

記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防短期入所療養介護に

係る指定介護予防サービス事業者の指定を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）に

掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道

府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定介護予防福祉用具貸与事業者に係る指定の申請等） 

第百四十条の十三 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防福祉用具貸与に係る指定介護予防サービ

ス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所



の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図及び設備の概要 

六 利用者の推定数 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 法第八条の二第十項に規定する福祉用具の保管及び消毒の方法（指定介護予防サービス等基準第二百七十

三条第三項前段の規定により保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該他の

事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該委託等に関する契約の内容） 

九 運営規程 

十 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 誓約書 

十三 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き福祉用具貸与に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事に提

出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載

又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防福祉用具貸与に係る

指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十二号を除く。）

に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都

道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類

の提出を省略させることができる。 

 

（指定特定介護予防福祉用具販売事業者に係る指定の申請等） 

第百四十条の十四 法第百十五条の二第一項の規定に基づき特定介護予防福祉用具販売に係る指定介護予防サ

ービス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事

業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の登記事項証明書又は条例等 

五 事業所の平面図及び設備の概要 

六 利用者の推定数 

七 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

八 運営規程 

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 



十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十一 誓約書 

十二 その他指定に関し必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一項の規定に基づ

き特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、既に当該都道府県知事

に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記

載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 法第百十五条の十一において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき特定介護予防福祉用具販売に

係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除

く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄

する都道府県知事に提出しなければならない。 

一 現に受けている指定の有効期間満了日 

二 誓約書 

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している

第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の

提出を省略させることができる。 

 

（病院等による指定の申請における必要な書類等） 

第百四十条の十五 第百四十条の五から第百四十条の七まで、第百四十条の九又は第百四十条の十一の申請を行

う者が、病院又は診療所において当該申請に係る事業を行おうとするときは、当該申請に係る申請書に、当該

病院にあっては使用許可証、当該診療所にあっては使用許可証又は届書、国の開設する当該病院又は当該診療

所にあっては承認書又は通知書の写しを添付して行わなければならない。この場合において、当該申請を行う

者は、第百四十条の五第一項第八号（管理者の免許証の写しに係る部分に限る。）に掲げる事項に関する書類を

提出することを要しない。 

２ 第百四十条の七の申請を行う者が、薬局において当該申請に係る事業を行おうとするときは、当該申請に係

る申請書に当該薬局の開設許可証の写しを添付して行わなければならない。 

３ 第百四十条の九又は第百四十条の十一の申請を行う者が、介護老人保健施設又は介護医療院においてこれら

の規定による申請に係る事業を行おうとするときは、当該申請に係る申請書に、当該介護老人保健施設又は介

護医療院の開設許可証を添付して行わなければならない。 

４ 第百四十条の十の申請を行う者が、特別養護老人ホームにおいて当該申請に係る事業を行おうとするときは、

当該申請に係る申請書に、特別養護老人ホームの認可証等を添付して行わなければならない。 

 

（介護予防サービス事業者の名称等の変更の届出等） 

第百四十条の二十二 指定介護予防サービス事業者は、次の各号に掲げる指定介護予防サービス事業者が行う介

護予防サービスの種類に応じ、当該各号に定める事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について当

該指定介護予防サービス事業者の事業所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。 

一 削除 

二 介護予防訪問入浴介護 第百四十条の四第一項第一号、第二号、第四号（当該指定に係る事業に関するも

のに限る。）から第八号まで及び第十一号に掲げる事項 

三 介護予防訪問看護 第百四十条の五第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関するもの

に限る。）から第九号までに掲げる事項 

四 介護予防訪問リハビリテーション 第百四十条の六第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事

業に関するものに限る。）から第九号までに掲げる事項 



五 介護予防居宅療養管理指導 第百四十条の七第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関

するものに限る。）から第九号までに掲げる事項 

六 削除 

七 介護予防通所リハビリテーション 第百四十条の九第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事

業に関するものに限る。）から第八号までに掲げる事項 

八 介護予防短期入所生活介護 第百四十条の十第一項第一号、第二号、第四号（当該指定に係る事業に関す

るものに限る。）から第九号まで及び第十二号に掲げる事項（第七号に掲げるものについては、特別養護老人

ホームにおいて行うときに係るものに限る。） 

九 介護予防短期入所療養介護 第百四十条の十一第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に

関するものに限る。）から第九号までに掲げる事項 

十 介護予防特定施設入居者生活介護 第百四十条の十二第一項第一号、第二号、第四号（当該指定に係る事

業に関するものに限る。）、第五号、第七号、第八号、第十二号及び第十四号に掲げる事項 

十一 介護予防福祉用具貸与 第百四十条の十三第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業に関

するものに限る。）から第九号までに掲げる事項 

十二 特定介護予防福祉用具販売 第百四十条の十四第一項第一号、第二号及び第四号（当該指定に係る事業

に関するものに限る。）から第八号までに掲げる事項 

２ 前項の届出であって、同項第七号から第十号までに掲げる介護予防サービスの利用者の定員の増加に伴うも

のは、それぞれ当該介護予防サービスに係る事業者の勤務の体制及び勤務形態を記載した書類を添付して行う

ものとする。 

３ 指定介護予防サービス事業者は、休止した当該指定介護予防サービスの事業を再開したときは、再開した年

月日を当該指定介護予防サービス事業者の事業所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならな

い。 

４ 指定介護予防サービス事業者は、当該指定介護予防サービスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、

その廃止又は休止の日の一月前までに、次に掲げる事項を当該指定介護予防サービス事業者の事業所の所在地

を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。 

一 廃止し、又は休止しようとする年月日 

二 廃止し、又は休止しようとする理由 

三 現に指定介護予防サービスを受けている者に対する措置 

四 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 


